14　年次有給休暇に関する規定
第○条（年次有給休暇の日数）

１．入社後６カ月継続勤務し、全労働日の８割以上勤務した従業員に対して、入社後６カ月経過した日に、10日の年次有給休暇を与える。

２．前年度の全就業日の８割以上出勤した者には、入社後６カ月経過後の最初の４月１日（基準日）以降、基準日ごとに下表に定める日数を付与する。

	勤続

年数
	６カ月
	６カ月経過後の最初の基準日
	基準日

	付与回数
	１回目
	２回目
	３回目
	４回目
	５回目
	６回目
	７回目以降

	付与日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


３．年次有給休暇は半日単位で取得することができ、当該日の始業及び終業の時刻は以下のとおりとする。

午前半休　13:00～18:00

午後半休　9:00～13:00

４．年次有給休暇は、付与された年度の次年度に限り繰り越すことができる。時季指定権行使にあたっては、次年度に新たに発生する年次有給休暇から優先的に消化するものとする。

５．第１項、第２項の出勤率の算定にあたっては、以下の休暇は出勤したものとみなす。

(1)　年次有給休暇を取得した日

(2)　業務上の傷病による休業期間

(3)　産前産後休業期間

(4)　育児休業期間

(5)　介護休業期間

６．年次有給休暇を取得した日は、通常の給与を支払う。
第○条（年次有給休暇の取得）

１．年次有給休暇の取得を請求しようとする者は、所定の手続きによって遅くとも３日前までにその時季を所属長に申し出なければならない。なお、事業の正常な運営を妨げる事由のある場合は、所属長はその時季又は期間を変更することができる。

２．従業員が、やむを得ず、３日前までに申し出をすることができなかった場合には、当日始業時刻までに電話で所属長に連絡するものとし、出勤後すみやかに所定の手続きによって申し出なければならない。メールやSNSによる連絡は一切認めない。

第○条　（計画的付与）

１．会社は、労使協定により、年次有給休暇を与える時季に関する定めをしたときは、年次有給休暇の日数（前年度からの繰越分を含む）のうち５日を超える部分については、その定めにより年次有給休暇を与えることができる。この場合、従業員は労使協定に定められた時季に年次有給休暇を取得しなければならない。
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